
札幌地方裁判所

令和７年度

執行官採用選考

（第１回試験Ａ選考）

１　日　　　程

　８月１５日（金）
　　 　 択一式試験

　　 　 論文式試験

合格発表

２　選　考　資　格

　法律に関する実務を経験した年数が通算して１０年以上である者（男女不問）

　＊　詳細については、別記参照

　ただし、次に該当する者は、選考の対象から除く。

　選考合格者に対し、 ９月下旬までに通知します。

　　　・　拘禁刑以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又は執行を受けることがなくなるまでの者

　　　・　懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から２年を経過しない者

　　　・　日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊することを主張する政党その他の団体を結成

　　　　し、又はこれに加入した者　等

◎　申込書は、簡易書留郵便で提出してください（持参可）。
受付期間

　　　　　筆記試験の合格者に対し、

面接試験

  札幌地方裁判所試験場所

　　９月上旬までに試験日時等を通知します。

７月１５日（火）～７月２８日（月）（７月２８日必着）

筆記試験

試験種目

筆記試験（択一式）
憲法、執行官法、民事訴訟法、民事保全法及び刑法
各２問、民法及び民事執行法各５問（全２０問）

筆記試験（論文式） 民法、民事訴訟法及び民事執行法各１問（全３問）

憲法、執行官法、民法、民事訴訟法、民事執行法、民事保全法及び刑法に関
する理論、実務知識及びそれらの応用能力について、筆記試験を行います。
論文式試験においては、六法の使用を認めます。

　なお、裁判に関する事務を行うために必要とされる国家試験（後掲「注意事項」７参照）に

合格した者等については、筆記試験の一部又は全部を免除されることがあり、該当者に対して

は、免除の範囲等を別途通知します。

　また、各試験の成績が一定の水準に達しないときは、不合格とすることがあります。

試験日時 （１０：３０～１１：３０）

（１３：００～１６：００）

試験場所 札幌地方裁判所

受 験 案 内



３　採用予定日及び採用予定人員等

４　選考申込方法

〒０６０－００４２　札幌市中央区大通西１１丁目　

札幌地方裁判所事務局人事課任用係

（電話）０１１－３５０－４８０７　

職務内容

収　　入

退　　職

　執行官は、動産執行、不動産執行事件における現況調査、土地建物の明渡しの
執行、保全処分の執行など民事訴訟法、民事執行法、民事保全法その他の法令に
おいて執行官が取り扱うべきものとされている事務等を行います（執行官法（昭
和４１年法律第１１１号）第１条参照）。
　執行官は、原則として１人で債務者の居宅や差押物件に赴き、これらの職務を
各種法律に基づいて厳正に行います。

　執行官は、その職務の執行につき、手数料を受け、また職務の執行に要する費
用の支払又は償還を受ける（執行官法第７条参照）ことができます。国庫から給
与や諸手当が支給されることはありません。また、個人として国民健康保険に加
入することになります。なお、執行官は、収入の中から自己の負担により事務員
の人件費等の経費を支出することになります。

　当裁判所では、令和５年度より、満６８歳で退職する扱いとなりました。

　副検事選考試験、司法書士試験及び弁理士試験をいいます。

８　選考合格者には、必要に応じ、健康診断の受診を求める場合があります（費用は自己負担）。

　間内に当該証明書が提出されない場合には、選考試験の受験を認めないこと又は選考試験の合格を取り消

　すことがあります。

５　論文式試験においては、判例又は解説のないもの１冊に限り六法の使用を認めます。ただし、書き込み

　や付せん、インデックスの貼付のあるものは使用を認めません(六法の貸出しはありません。)。

６　筆記試験及び面接試験の成績が一定の水準に達している者がいない場合には、全員不合格となる場合も

　なされないときは受験を認めないことがあります。

３　いかなる場合にも、提出された選考申込書、選考資格に係る申告書等は返還しません。

４　受験申込者に対して、所定の期間内に選考資格に係る証明書の提出を求めることがありますが、この期

　あります。

７　裁判に関する事務を行うために必要とされる国家試験とは、司法修習生考試、簡易裁判所判事選考試験、

１　選考資格に係る申告書を提出しない場合には、選考申込みを受け付けません。

２　選考資格に係る申告書の記載に不備がある場合、所定の期間内に補正をするよう求め、この間に補正が

採　用　予　定　人　員

令和　８　年　４　月　１　日

札幌地方裁判所（支部を含む。）

１　人　程　度

選考申込方法

  次の応募書類に所要事項を記入し、札幌地方裁判所事務局人事課任用係宛てに

簡易書留郵便で提出してください（持参可）。

　・選考申込書（３か月以内に撮影した写真を貼ったもの）

　・選考資格に係る申告書

　・返信用封筒（郵便番号、住所、氏名を記載の上、１１０円切手を貼ったもの）

　＊　選考申込書及び選考資格に係る申告書は、上記の係で交付しています。

採　用　予　定　日

採　用　予　定　裁　判　所

注意事項

執行官に採用されると……

＊ 問合せ先



３　法律に関する実務の経験年数は、採用予定日を基準日として判定されます。

（別記）

２　１の実務を経験した年数が通算して１０年以上である者以外の者については、その者

　の経歴、資格等に基づき、札幌地方裁判所執行官採用選考委員会が、法律に関する実務

　を経験した年数が通算して１０年以上である者に該当するか否かを個別に審査します。

　　を受ける職員としての実務

法律に関する実務について

１　次の実務は、「法律に関する実務」として扱われます。



函館地方裁判所

令和７年度

執行官採用選考

（第１回試験Ａ選考）

１　日　　　程

　８月１５日（金）
　　 　 択一式試験

　　 　 論文式試験

合格発表

２　選　考　資　格

　なお、裁判に関する事務を行うために必要とされる国家試験（後掲「注意事項」７参照）に

合格した者等については、筆記試験の一部又は全部を免除されることがあり、該当者に対して

は、免除の範囲等を別途通知します。

　また、各試験の成績が一定の水準に達しないときは、不合格とすることがあります。

試験日時 （１０：３０～１１：３０）

（１３：００～１６：００）

試験場所 函館地方裁判所 （又は、受験票で別途指定する場所）

◎　申込書は、簡易書留郵便で提出してください（持参可）。
受付期間

　　　　　筆記試験の合格者に対し、

面接試験

函館地方裁判所試験場所

　　９月上旬までに試験日時等を通知します。

７月１５日（火）～７月２８日（月）（７月２８日必着）

筆記試験

試験種目

筆記試験（択一式）
憲法、執行官法、民事訴訟法、民事保全法及び刑法
各２問、民法及び民事執行法各５問（全２０問）

筆記試験（論文式） 民法、民事訴訟法及び民事執行法各１問（全３問）

憲法、執行官法、民法、民事訴訟法、民事執行法、民事保全法及び刑法に関
する理論、実務知識及びそれらの応用能力について、筆記試験を行います。
論文式試験においては、六法の使用を認めます。

　　　・　拘禁刑以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又は執行を受けることがなくなるまでの者

　　　・　懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から２年を経過しない者

　　　・　日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊することを主張する政党その他の団体を結成

　　　　し、又はこれに加入した者　等

　法律に関する実務を経験した年数が通算して１０年以上である者（男女不問）

　＊　詳細については、別記参照

　ただし、次に該当する者は、選考の対象から除く。

　選考合格者に対し、 ９月下旬までに通知します。

受 験 案 内



３　採用予定日及び採用予定人員等

４　選考申込方法

〒040－8601　　函館市上新川町１番８号

１　選考資格に係る申告書を提出しない場合には、選考申込みを受け付けません。

２　選考資格に係る申告書の記載に不備がある場合、所定の期間内に補正をするよう求め、この間に補正が

採　用　予　定　人　員

令和　８　年　４　月　１　日

函館地方裁判所（支部を含む。）

１　人　程　度

選考申込方法

  次の応募書類に所要事項を記入し、函館地方裁判所事務局総務課人事第一係宛て

に簡易書留郵便で提出してください（持参可）。

　・選考申込書（３か月以内に撮影した写真を貼ったもの）

　・選考資格に係る申告書

　・返信用封筒（郵便番号、住所、氏名を記載の上、１１０円切手を貼ったもの）

　＊　選考申込書及び選考資格に係る申告書は、上記の係で交付しています。

採　用　予　定　日

採　用　予　定　裁　判　所

　なされないときは受験を認めないことがあります。

３　いかなる場合にも、提出された選考申込書、選考資格に係る申告書等は返還しません。

４　受験申込者に対して、所定の期間内に選考資格に係る証明書の提出を求めることがありますが、この期

　あります。

７　裁判に関する事務を行うために必要とされる国家試験とは、司法修習生考試、簡易裁判所判事選考試験、

　副検事選考試験、司法書士試験及び弁理士試験をいいます。

８　選考合格者には、必要に応じ、健康診断の受診を求める場合があります（費用は自己負担）。

　間内に当該証明書が提出されない場合には、選考試験の受験を認めないこと又は選考試験の合格を取り消

　すことがあります。

５　論文式試験においては、判例又は解説のないもの１冊に限り六法の使用を認めます。ただし、書き込み

　や付せん、インデックスの貼付のあるものは使用を認めません(六法の貸出しはありません。)。

６　筆記試験及び面接試験の成績が一定の水準に達している者がいない場合には、全員不合格となる場合も

職務内容

収　　入

退　　職

　執行官は、動産執行、不動産執行事件における現況調査、土地建物の明渡しの
執行、保全処分の執行など民事訴訟法、民事執行法、民事保全法その他の法令に
おいて執行官が取り扱うべきものとされている事務等を行います（執行官法（昭
和４１年法律第１１１号）第１条参照）。
　執行官は、原則として１人で債務者の居宅や差押物件に赴き、これらの職務を
各種法律に基づいて厳正に行います。

　執行官は、その職務の執行につき、手数料を受け、また職務の執行に要する費
用の支払又は償還を受ける（執行官法第７条参照）ことができます。国庫から給
与や諸手当が支給されることはありません。また、個人として国民健康保険に加
入することになります。なお、執行官は、収入の中から自己の負担により事務員
の人件費等の経費を支出することになります。

　当裁判所では、令和５年度より、満６８歳で退職する扱いとなりました。

函館地方裁判所事務局総務課人事第一係

（電話）０１３８－３８－２３６７　内線５６２

注意事項

執行官に採用されると……

＊ 問合せ先



１　次の実務は、「法律に関する実務」として扱われます。

３　法律に関する実務の経験年数は、採用予定日を基準日として判定されます。

（別記）

２　１の実務を経験した年数が通算して１０年以上である者以外の者については、その者

　の経歴、資格等に基づき、函館地方裁判所執行官採用選考委員会が、法律に関する実務

　を経験した年数が通算して１０年以上である者に該当するか否かを個別に審査します。

　　を受ける職員としての実務

法律に関する実務について



東京地方裁判所

令和７年度

執行官採用選考

（第１回試験Ａ選考）

１　日　　　程

　８月１５日（金）
　　 　 択一式試験

　　 　 論文式試験

合格発表

２　選　考　資　格

　なお、裁判に関する事務を行うために必要とされる国家試験（後掲「注意事項」７参照）に

合格した者等については、筆記試験の一部又は全部を免除されることがあり、該当者に対して

は、免除の範囲等を別途通知します。

　また、各試験の成績が一定の水準に達しないときは、不合格とすることがあります。

試験日時 （１０：３０～１１：３０）

（１３：００～１６：００）

試験場所   東京地方裁判所 （又は、受験票で別途指定する場所）

◎　申込書は、簡易書留郵便で提出してください（持参可）。
受付期間

　　　　　筆記試験の合格者に対し、

面接試験

  東京地方裁判所試験場所

　　９月上旬までに試験日時等を通知します。

７月１５日（火）～７月２８日（月）（７月２８日必着）

筆記試験

試験種目

筆記試験（択一式）
憲法、執行官法、民事訴訟法、民事保全法及び刑法
各２問、民法及び民事執行法各５問（全２０問）

筆記試験（論文式） 民法、民事訴訟法及び民事執行法各１問（全３問）

憲法、執行官法、民法、民事訴訟法、民事執行法、民事保全法及び刑法に関
する理論、実務知識及びそれらの応用能力について、筆記試験を行います。
論文式試験においては、六法の使用を認めます。

　　　・　拘禁刑以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又は執行を受けることがなくなるまでの者

　　　・　懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から２年を経過しない者

　　　・　日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊することを主張する政党その他の団体を結成

　　　　し、又はこれに加入した者　等

　法律に関する実務を経験した年数が通算して１０年以上である者（男女不問）

　＊　詳細については、別記参照

　ただし、次に該当する者は、選考の対象から除く。

　選考合格者に対し、 ９月下旬までに通知します。

受 験 案 内



３　採用予定日及び採用予定人員等

４　選考申込方法

〒１００－８９２０　　東京都千代田区霞が関一丁目１番４号

１　選考資格に係る申告書を提出しない場合には、選考申込みを受け付けません。

２　選考資格に係る申告書の記載に不備がある場合、所定の期間内に補正をするよう求め、この間に補正が

採　用　予　定　人　員

令和　８　年　４　月　１　日

東京地方裁判所（支部を含む。）

１　人　程　度

選考申込方法

  次の応募書類に所要事項を記入し、東京地方裁判所事務局人事課任用第二係宛て

に簡易書留郵便で提出してください（持参可）。

　・選考申込書（３か月以内に撮影した写真を貼ったもの）

　・選考資格に係る申告書

　・返信用封筒（郵便番号、住所、氏名を記載の上、１１０円切手を貼ったもの）

　＊　選考申込書及び選考資格に係る申告書は、上記の係で交付しています。

採　用　予　定　日

採　用　予　定　裁　判　所

　なされないときは受験を認めないことがあります。

３　いかなる場合にも、提出された選考申込書、選考資格に係る申告書等は返還しません。

４　受験申込者に対して、所定の期間内に選考資格に係る証明書の提出を求めることがありますが、この期

　あります。

７　裁判に関する事務を行うために必要とされる国家試験とは、司法修習生考試、簡易裁判所判事選考試験、

　副検事選考試験、司法書士試験及び弁理士試験をいいます。

８　選考合格者には、必要に応じ、健康診断の受診を求める場合があります（費用は自己負担）。

　間内に当該証明書が提出されない場合には、選考試験の受験を認めないこと又は選考試験の合格を取り消

　すことがあります。

５　論文式試験においては、判例又は解説のないもの１冊に限り六法の使用を認めます。ただし、書き込み

　や付せん、インデックスの貼付のあるものは使用を認めません(六法の貸出しはありません。)。

６　筆記試験及び面接試験の成績が一定の水準に達している者がいない場合には、全員不合格となる場合も

職務内容

収　　入

退　　職

　執行官は、動産執行、不動産執行事件における現況調査、土地建物の明渡しの
執行、保全処分の執行など民事訴訟法、民事執行法、民事保全法その他の法令に
おいて執行官が取り扱うべきものとされている事務等を行います（執行官法（昭
和４１年法律第１１１号）第１条参照）。
　執行官は、原則として１人で債務者の居宅や差押物件に赴き、これらの職務を
各種法律に基づいて厳正に行います。

　執行官は、その職務の執行につき、手数料を受け、また職務の執行に要する費
用の支払又は償還を受ける（執行官法第７条参照）ことができます。国庫から給
与や諸手当が支給されることはありません。また、個人として国民健康保険に加
入することになります。なお、執行官は、収入の中から自己の負担により事務員
の人件費等の経費を支出することになります。

　当裁判所では、令和５年度より、満６８歳で退職する扱いとなりました。

東京地方裁判所事務局人事課任用第二係

（電話）０３－３５８１－２４６９　内線３１９８

注意事項

執行官に採用されると……

＊ 問合せ先



１　次の実務は、「法律に関する実務」として扱われます。

３　法律に関する実務の経験年数は、採用予定日を基準日として判定されます。

（別記）

２　１の実務を経験した年数が通算して１０年以上である者以外の者については、その者

　の経歴、資格等に基づき、東京地方裁判所執行官採用選考委員会が、法律に関する実務

　を経験した年数が通算して１０年以上である者に該当するか否かを個別に審査します。

　　を受ける職員としての実務

法律に関する実務について



横浜地方裁判所

令和７年度

執行官採用選考

（第１回試験Ａ選考）

１　日　　　程

　８月１５日（金）
　　 　 択一式試験

　　 　 論文式試験

合格発表

２　選　考　資　格

　なお、裁判に関する事務を行うために必要とされる国家試験（後掲「注意事項」７参照）に

合格した者等については、筆記試験の一部又は全部を免除されることがあり、該当者に対して

は、免除の範囲等を別途通知します。

　また、各試験の成績が一定の水準に達しないときは、不合格とすることがあります。

試験日時 （１０：３０～１１：３０）

（１３：００～１６：００）

試験場所   横浜地方裁判所 （又は、受験票で別途指定する場所）

◎　申込書は、簡易書留郵便で提出してください（持参可）。
受付期間

　　　　　筆記試験の合格者に対し、

面接試験

  横浜地方裁判所試験場所

　　９月上旬までに試験日時等を通知します。

７月１５日（火）～７月２８日（月）（７月２８日必着）

筆記試験

試験種目

筆記試験（択一式）
憲法、執行官法、民事訴訟法、民事保全法及び刑法
各２問、民法及び民事執行法各５問（全２０問）

筆記試験（論文式） 民法、民事訴訟法及び民事執行法各１問（全３問）

憲法、執行官法、民法、民事訴訟法、民事執行法、民事保全法及び刑法に関
する理論、実務知識及びそれらの応用能力について、筆記試験を行います。
論文式試験においては、六法の使用を認めます。

　　　・　拘禁刑以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又は執行を受けることがなくなるまでの者

　　　・　懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から２年を経過しない者

　　　・　日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊することを主張する政党その他の団体を結成

　　　　し、又はこれに加入した者　等

　法律に関する実務を経験した年数が通算して１０年以上である者（男女不問）

　＊　詳細については、別記参照

　ただし、次に該当する者は、選考の対象から除く。

　選考合格者に対し、 ９月下旬までに通知します。

受 験 案 内



３　採用予定日及び採用予定人員等

４　選考申込方法

〒２３１－８５０２　横浜市中区日本大通９番地

１　選考資格に係る申告書を提出しない場合には、選考申込みを受け付けません。

２　選考資格に係る申告書の記載に不備がある場合、所定の期間内に補正をするよう求め、この間に補正が

採　用　予　定　人　員

令和７年１１月１日　又は　令和８年４月１日

横浜地方裁判所（支部を含む。）

３　人　程　度

選考申込方法

  次の応募書類に所要事項を記入し、横浜地方裁判所事務局人事課任用係宛てに

簡易書留郵便で提出してください（持参可）。

　・選考申込書（３か月以内に撮影した写真を貼ったもの）

　・選考資格に係る申告書

　・返信用封筒（郵便番号、住所、氏名を記載の上、１１０円切手を貼ったもの）

　＊　選考申込書及び選考資格に係る申告書は、上記の係で交付しています。

採　用　予　定　日

採　用　予　定　裁　判　所

　なされないときは受験を認めないことがあります。

３　いかなる場合にも、提出された選考申込書、選考資格に係る申告書等は返還しません。

４　受験申込者に対して、所定の期間内に選考資格に係る証明書の提出を求めることがありますが、この期

　あります。

７　裁判に関する事務を行うために必要とされる国家試験とは、司法修習生考試、簡易裁判所判事選考試験、

　副検事選考試験、司法書士試験及び弁理士試験をいいます。

８　選考合格者には、必要に応じ、健康診断の受診を求める場合があります（費用は自己負担）。

　間内に当該証明書が提出されない場合には、選考試験の受験を認めないこと又は選考試験の合格を取り消

　すことがあります。

５　論文式試験においては、判例又は解説のないもの１冊に限り六法の使用を認めます。ただし、書き込み

　や付せん、インデックスの貼付のあるものは使用を認めません(六法の貸出しはありません。)。

６　筆記試験及び面接試験の成績が一定の水準に達している者がいない場合には、全員不合格となる場合も

職務内容

収　　入

退　　職

　執行官は、動産執行、不動産執行事件における現況調査、土地建物の明渡しの
執行、保全処分の執行など民事訴訟法、民事執行法、民事保全法その他の法令に
おいて執行官が取り扱うべきものとされている事務等を行います（執行官法（昭
和４１年法律第１１１号）第１条参照）。
　執行官は、原則として１人で債務者の居宅や差押物件に赴き、これらの職務を
各種法律に基づいて厳正に行います。

　執行官は、その職務の執行につき、手数料を受け、また職務の執行に要する費
用の支払又は償還を受ける（執行官法第７条参照）ことができます。国庫から給
与や諸手当が支給されることはありません。また、個人として国民健康保険に加
入することになります。なお、執行官は、収入の中から自己の負担により事務員
の人件費等の経費を支出することになります。

　当裁判所では、令和５年度より、満６８歳で退職する扱いとなりました。

横浜地方裁判所事務局人事課任用係

（電話）０４５－６６４－８７５１　内線１１２０、１１２１

注意事項

執行官に採用されると……

＊ 問合せ先



１　次の実務は、「法律に関する実務」として扱われます。

３　法律に関する実務の経験年数は、採用予定日を基準日として判定されます。

（別記）

２　１の実務を経験した年数が通算して１０年以上である者以外の者については、その者

　の経歴、資格等に基づき、横浜地方裁判所執行官採用選考委員会が、法律に関する実務

　を経験した年数が通算して１０年以上である者に該当するか否かを個別に審査します。

　　を受ける職員としての実務

法律に関する実務について



さいたま地方裁判所

令和７年度

執行官採用選考

（第１回試験Ａ選考）

１　日　　　程

　８月１５日（金）
　　 　 択一式試験

　　 　 論文式試験

合格発表

２　選　考　資　格

　なお、裁判に関する事務を行うために必要とされる国家試験（後掲「注意事項」７参照）に

合格した者等については、筆記試験の一部又は全部を免除されることがあり、該当者に対して

は、免除の範囲等を別途通知します。

　また、各試験の成績が一定の水準に達しないときは、不合格とすることがあります。

試験日時 （１０：３０～１１：３０）

（１３：００～１６：００）

試験場所   さいたま地方裁判所

◎　申込書は、簡易書留郵便で提出してください（持参可）。
受付期間

　　　　　筆記試験の合格者に対し、

面接試験

  さいたま地方裁判所試験場所

　　９月上旬までに試験日時等を通知します。

７月１５日（火）～７月２８日（月）（７月２８日必着）

筆記試験

試験種目

筆記試験（択一式）
憲法、執行官法、民事訴訟法、民事保全法及び刑法
各２問、民法及び民事執行法各５問（全２０問）

筆記試験（論文式） 民法、民事訴訟法及び民事執行法各１問（全３問）

憲法、執行官法、民法、民事訴訟法、民事執行法、民事保全法及び刑法に関
する理論、実務知識及びそれらの応用能力について、筆記試験を行います。
論文式試験においては、六法の使用を認めます。

　　　・　拘禁刑以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又は執行を受けることがなくなるまでの者

　　　・　懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から２年を経過しない者

　　　・　日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊することを主張する政党その他の団体を結成

　　　　し、又はこれに加入した者　等

　法律に関する実務を経験した年数が通算して１０年以上である者（男女不問）

　＊　詳細については、別記参照

　ただし、次に該当する者は、選考の対象から除く。

　選考合格者に対し、 ９月下旬までに通知します。

受 験 案 内



３　採用予定日及び採用予定人員等

４　選考申込方法

〒３３０－００６３　　さいたま市浦和区高砂３丁目１６番４５号

１　選考資格に係る申告書を提出しない場合には、選考申込みを受け付けません。

２　選考資格に係る申告書の記載に不備がある場合、所定の期間内に補正をするよう求め、この間に補正が

採　用　予　定　人　員

令和　８　年　４　月　１　日

さいたま地方裁判所（支部を含む。）

２　人　程　度

選考申込方法

  次の応募書類に所要事項を記入し、さいたま地方裁判所事務局人事課任用係

宛てに簡易書留郵便で提出してください（持参可）。

　・選考申込書（３か月以内に撮影した写真を貼ったもの）

　・選考資格に係る申告書

　・返信用封筒（郵便番号、住所、氏名を記載の上、１１０円切手を貼ったもの）

　＊　選考申込書及び選考資格に係る申告書は、上記の係で交付しています。

採　用　予　定　日

採　用　予　定　裁　判　所

　なされないときは受験を認めないことがあります。

３　いかなる場合にも、提出された選考申込書、選考資格に係る申告書等は返還しません。

４　受験申込者に対して、所定の期間内に選考資格に係る証明書の提出を求めることがありますが、この期

　あります。

７　裁判に関する事務を行うために必要とされる国家試験とは、司法修習生考試、簡易裁判所判事選考試験、

　副検事選考試験、司法書士試験及び弁理士試験をいいます。

８　選考合格者には、必要に応じ、健康診断の受診を求める場合があります（費用は自己負担）。

　間内に当該証明書が提出されない場合には、選考試験の受験を認めないこと又は選考試験の合格を取り消

　すことがあります。

５　論文式試験においては、判例又は解説のないもの１冊に限り六法の使用を認めます。ただし、書き込み

　や付せん、インデックスの貼付のあるものは使用を認めません(六法の貸出しはありません。)。

６　筆記試験及び面接試験の成績が一定の水準に達している者がいない場合には、全員不合格となる場合も

職務内容

収　　入

退　　職

　執行官は、動産執行、不動産執行事件における現況調査、土地建物の明渡しの
執行、保全処分の執行など民事訴訟法、民事執行法、民事保全法その他の法令に
おいて執行官が取り扱うべきものとされている事務等を行います（執行官法（昭
和４１年法律第１１１号）第１条参照）。
　執行官は、原則として１人で債務者の居宅や差押物件に赴き、これらの職務を
各種法律に基づいて厳正に行います。

　執行官は、その職務の執行につき、手数料を受け、また職務の執行に要する費
用の支払又は償還を受ける（執行官法第７条参照）ことができます。国庫から給
与や諸手当が支給されることはありません。また、個人として国民健康保険に加
入することになります。なお、執行官は、収入の中から自己の負担により事務員
の人件費等の経費を支出することになります。

　当裁判所では、令和５年度より、満６８歳で退職する扱いとなりました。

さいたま地方裁判所事務局人事課任用係

（電話）０４８－８６３－８５２４　

注意事項

執行官に採用されると……

＊ 問合せ先



法律に関する実務について

１　次の実務は、「法律に関する実務」として扱われます。

　す。

３　法律に関する実務の経験年数は、採用予定日を基準日として判定されます。

（別記）

２　１の実務を経験した年数が通算して１０年以上である者以外の者については、その者

　の経歴、資格等に基づき、さいたま地方裁判所執行官採用選考委員会が、法律に関する

　実務を経験した年数が通算して１０年以上である者に該当するか否かを個別に審査しま

　　を受ける職員としての実務



名古屋地方裁判所

令和７年度

執行官採用選考

（第１回試験Ａ選考）

１　日　　　程
　 　受付期間・試験日等

　８月１５日（金）
　　 　 択一式試験

　　 　 論文式試験

　 　合格者発表

合格発表

２　選　考　資　格

　法律に関する実務を経験した年数が通算して１０年以上である者（男女不問）

　＊　詳細については、別記参照

　ただし、次に該当する者は、選考の対象から除く。

　　 　日本の国籍を有しない者

　選考合格者に対し、 ９月下旬までに通知します。

　　　・　拘禁刑以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又は執行を受けることがなくなるまでの者

　　　・　懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から２年を経過しない者

　　　・　日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊することを主張する政党その他の団体を結成

　　　　し、又はこれに加入した者　等

　　 　国家公務員法（昭和２２年法律第１２０号）第３８条の規定に該当する者

◎　申込書は、簡易書留郵便で提出してください（持参可）。
受付期間

　　　　　筆記試験の合格者に対し、

面接試験

  名古屋地方裁判所試験場所

　　９月上旬までに試験日時等を通知します。

７月１５日（火）～７月２８日（月）（７月２８日必着）

筆記試験

試験種目

筆記試験（択一式）
憲法、執行官法、民事訴訟法、民事保全法及び刑法
各２問、民法及び民事執行法各５問（全２０問）

筆記試験（論文式） 民法、民事訴訟法及び民事執行法各１問（全３問）

憲法、執行官法、民法、民事訴訟法、民事執行法、民事保全法及び刑法に関
する理論、実務知識及びそれらの応用能力について、筆記試験を行います。
論文式試験においては、六法の使用を認めます。

　なお、裁判に関する事務を行うために必要とされる国家試験（後掲「注意事項」７参照）に

合格した者等については、筆記試験の一部又は全部を免除されることがあり、該当者に対して

は、免除の範囲等を別途通知します。

　また、各試験の成績が一定の水準に達しないときは、不合格とすることがあります。

試験日時 （１０：３０～１１：３０）

（１３：００～１６：００）

試験場所   名古屋地方裁判所（又は、受験票で別途指定する場所）

受 験 案 内



３　採用予定日及び採用予定人員等

４　選考申込方法

〒４６０－８５０４　　名古屋市中区三の丸一丁目４番１号

名古屋地方裁判所事務局人事課任用係

（電話）０５２－２０３－９７６７　内線３１２４

職務内容

収　　入

退　　職

　執行官は、動産執行、不動産執行事件における現況調査、土地建物の明渡しの
執行、保全処分の執行など民事訴訟法、民事執行法、民事保全法その他の法令に
おいて執行官が取り扱うべきものとされている事務等を行います（執行官法（昭
和４１年法律第１１１号）第１条参照）。
　執行官は、原則として１人で債務者の居宅や差押物件に赴き、これらの職務を
各種法律に基づいて厳正に行います。

　執行官は、その職務の執行につき、手数料を受け、また職務の執行に要する費
用の支払又は償還を受ける（執行官法第７条参照）ことができます。国庫から給
与や諸手当が支給されることはありません。また、個人として国民健康保険に加
入することになります。なお、執行官は、収入の中から自己の負担により事務員
の人件費等の経費を支出することになります。

　当裁判所では、令和５年度より、満６８歳で退職する扱いとなりました。

　副検事選考試験、司法書士試験及び弁理士試験をいいます。

８　選考合格者には、必要に応じ、健康診断の受診を求める場合があります（費用は自己負担）。

　間内に当該証明書が提出されない場合には、選考試験の受験を認めないこと又は選考試験の合格を取り消

　すことがあります。

５　論文式試験においては、判例又は解説のないもの１冊に限り六法の使用を認めます。ただし、書き込み

　や付せん、インデックスの貼付のあるものは使用を認めません(六法の貸出しはありません。)。

６　筆記試験及び面接試験の成績が一定の水準に達している者がいない場合には、全員不合格となる場合も

　なされないときは受験を認めないことがあります。

３　いかなる場合にも、提出された選考申込書、選考資格に係る申告書等は返還しません。

４　受験申込者に対して、所定の期間内に選考資格に係る証明書の提出を求めることがありますが、この期

　あります。

７　裁判に関する事務を行うために必要とされる国家試験とは、司法修習生考試、簡易裁判所判事選考試験、

１　選考資格に係る申告書を提出しない場合には、選考申込みを受け付けません。

２　選考資格に係る申告書の記載に不備がある場合、所定の期間内に補正をするよう求め、この間に補正が

採　用　予　定　人　員

令和　８　年　４　月　１　日

名古屋地方裁判所（支部を含む。）

１　人　程　度

選考申込方法

  次の応募書類に所要事項を記入し、名古屋地方裁判所事務局人事課任用係宛てに

簡易書留郵便で提出してください（持参可）。

　・選考申込書（３か月以内に撮影した写真を貼ったもの）

　・選考資格に係る申告書

　・返信用封筒（郵便番号、住所、氏名を記載の上、１１０円切手を貼ったもの）

　＊　選考申込書及び選考資格に係る申告書は、上記の係で交付しています。

採　用　予　定　日

採　用　予　定　裁　判　所

注意事項

執行官に採用されると……

＊ 問合せ先



３　法律に関する実務の経験年数は、採用予定日を基準日として判定されます。

（別記）

２　１の実務を経験した年数が通算して１０年以上である者以外の者については、その者

　の経歴、資格等に基づき、名古屋地方裁判所執行官採用選考委員会が、法律に関する実務

　を経験した年数が通算して１０年以上である者に該当するか否かを個別に審査します。

　　イに規定する行政職俸給表 、同項第３号に規定する税務職俸給表、同項第４号イに

　　規定する公安職俸給表 及び同項第４号ロに規定する公安職俸給表 の適用又は準用

　　を受ける職員としての実務

　 　弁護士、弁理士、司法書士又は不動産鑑定士としての実務

　 　銀行、長期信用銀行、信用金庫、労働金庫又は信用協同組合における実務

法律に関する実務について

１　次の実務は、「法律に関する実務」として扱われます。

　 　一般職の職員の給与に関する法律（昭和２５年法律第９５号）第６条第１項第１号



高松地方裁判所

令和７年度

執行官採用選考

（第１回試験Ａ選考）

１　日　　　程
　 　受付期間・試験日等

　８月１５日（金）
　　 　 択一式試験

　　 　 論文式試験

　 　合格者発表

合格発表

２　選　考　資　格

　なお、裁判に関する事務を行うために必要とされる国家試験（後掲「注意事項」７参照）に

合格した者等については、筆記試験の一部又は全部を免除されることがあり、該当者に対して

は、免除の範囲等を別途通知します。

　また、各試験の成績が一定の水準に達しないときは、不合格とすることがあります。

試験日時 （１０：３０～１１：３０）

（１３：００～１６：００）

試験場所   高松地方裁判所 （又は、受験票で別途指定する場所）

◎　申込書は、簡易書留郵便で提出してください（持参可）。
受付期間

　　　　　筆記試験の合格者に対し、

面接試験

  高松地方裁判所試験場所

　　９月上旬までに試験日時等を通知します。

７月１５日（火）～７月２８日（月）（７月２８日必着）

筆記試験

試験種目

筆記試験（択一式）
憲法、執行官法、民事訴訟法、民事保全法及び刑法
各２問、民法及び民事執行法各５問（全２０問）

筆記試験（論文式） 民法、民事訴訟法及び民事執行法各１問（全３問）

憲法、執行官法、民法、民事訴訟法、民事執行法、民事保全法及び刑法に関
する理論、実務知識及びそれらの応用能力について、筆記試験を行います。
論文式試験においては、六法の使用を認めます。

　　　・　拘禁刑以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又は執行を受けることがなくなるまでの者

　　　・　懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から２年を経過しない者

　　　・　日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊することを主張する政党その他の団体を結成

　　　　し、又はこれに加入した者　等

　　 　国家公務員法（昭和２２年法律第１２０号）第３８条の規定に該当する者

　法律に関する実務を経験した年数が通算して１０年以上である者（男女不問）

　＊　詳細については、別記参照

　ただし、次に該当する者は、選考の対象から除く。

　　 　日本の国籍を有しない者

　選考合格者に対し、 ９月下旬までに通知します。

受 験 案 内



３　採用予定日及び採用予定人員等

４　選考申込方法

〒７６０－８５８６　　高松市丸の内１番３６号

１　選考資格に係る申告書を提出しない場合には、選考申込みを受け付けません。

２　選考資格に係る申告書の記載に不備がある場合、所定の期間内に補正をするよう求め、この間に補正が

採　用　予　定　人　員

令和　８　年　４　月　１　日

高松地方裁判所（支部を含む。）

１　人　程　度

選考申込方法

  次の応募書類に所要事項を記入し、高松地方裁判所事務局総務課人事第一係宛て

に簡易書留郵便で提出してください（持参可）。

　・選考申込書（３か月以内に撮影した写真を貼ったもの）

　・選考資格に係る申告書

　・返信用封筒（郵便番号、住所、氏名を記載の上、１１０円切手を貼ったもの）

　＊　選考申込書及び選考資格に係る申告書は、上記の係で交付しています。

採　用　予　定　日

採　用　予　定　裁　判　所

　なされないときは受験を認めないことがあります。

３　いかなる場合にも、提出された選考申込書、選考資格に係る申告書等は返還しません。

４　受験申込者に対して、所定の期間内に選考資格に係る証明書の提出を求めることがありますが、この期

　あります。

７　裁判に関する事務を行うために必要とされる国家試験とは、司法修習生考試、簡易裁判所判事選考試験、

　副検事選考試験、司法書士試験及び弁理士試験をいいます。

８　選考合格者には、必要に応じ、健康診断の受診を求める場合があります（費用は自己負担）。

　間内に当該証明書が提出されない場合には、選考試験の受験を認めないこと又は選考試験の合格を取り消

　すことがあります。

５　論文式試験においては、判例又は解説のないもの１冊に限り六法の使用を認めます。ただし、書き込み

　や付せん、インデックスの貼付のあるものは使用を認めません(六法の貸出しはありません。)。

６　筆記試験及び面接試験の成績が一定の水準に達している者がいない場合には、全員不合格となる場合も

職務内容

収　　入

退　　職

　執行官は、動産執行、不動産執行事件における現況調査、土地建物の明渡しの
執行、保全処分の執行など民事訴訟法、民事執行法、民事保全法その他の法令に
おいて執行官が取り扱うべきものとされている事務等を行います（執行官法（昭
和４１年法律第１１１号）第１条参照）。
　執行官は、原則として１人で債務者の居宅や差押物件に赴き、これらの職務を
各種法律に基づいて厳正に行います。

　執行官は、その職務の執行につき、手数料を受け、また職務の執行に要する費
用の支払又は償還を受ける（執行官法第７条参照）ことができます。国庫から給
与や諸手当が支給されることはありません。また、個人として国民健康保険に加
入することになります。なお、執行官は、収入の中から自己の負担により事務員
の人件費等の経費を支出することになります。

　当裁判所では、令和５年度より、満６８歳で退職する扱いとなりました。

高松地方裁判所事務局総務課人事第一係

（電話）０８７－８５１－１５３８　内線３０２５

注意事項

執行官に採用されると……

＊ 問合せ先



１　次の実務は、「法律に関する実務」として扱われます。

　 　一般職の職員の給与に関する法律（昭和２５年法律第９５号）第６条第１項第１号

３　法律に関する実務の経験年数は、採用予定日を基準日として判定されます。

（別記）

２　１の実務を経験した年数が通算して１０年以上である者以外の者については、その者

　の経歴、資格等に基づき、高松地方裁判所執行官採用選考委員会が、法律に関する実務

　を経験した年数が通算して１０年以上である者に該当するか否かを個別に審査します。

　　イに規定する行政職俸給表 、同項第３号に規定する税務職俸給表、同項第４号イに

　　規定する公安職俸給表 及び同項第４号ロに規定する公安職俸給表 の適用又は準用

　　を受ける職員としての実務

　 　弁護士、弁理士、司法書士又は不動産鑑定士としての実務

　 　銀行、長期信用銀行、信用金庫、労働金庫又は信用協同組合における実務

法律に関する実務について



徳島地方裁判所

令和７年度

執行官採用選考

（第１回試験Ａ選考）

１　日　　　程

　８月１５日（金）
　　 　 択一式試験

　　 　 論文式試験

合格発表

２　選　考　資　格

◎　申込書は、簡易書留郵便で提出してください（持参可）。
受付期間

　　　　　筆記試験の合格者に対し、

７月１５日（火）～７月２８日（月）（７月２８日必着）

面接試験

  徳島地方裁判所 （又は、受験票で別途指定する場所）

は、免除の範囲等を別途通知します。

　また、各試験の成績が一定の水準に達しないときは、不合格とすることがあります。

筆記試験

  徳島地方裁判所

憲法、執行官法、民事訴訟法、民事保全法及び刑法
各２問、民法及び民事執行法各５問（全２０問）

試験場所

試験日時

筆記試験（択一式）

（１０：３０～１１：３０）

憲法、執行官法、民法、民事訴訟法、民事執行法、民事保全法及び刑法に関
する理論、実務知識及びそれらの応用能力について、筆記試験を行います。
論文式試験においては、六法の使用を認めます。

筆記試験（論文式） 民法、民事訴訟法及び民事執行法各１問（全３問）試験種目

　　９月上旬までに試験日時等を通知します。

　なお、裁判に関する事務を行うために必要とされる国家試験（後掲「注意事項」７参照）に

合格した者等については、筆記試験の一部又は全部を免除されることがあり、該当者に対して

選考合格者に対し、 ９月下旬までに通知します。

　法律に関する実務を経験した年数が通算して１０年以上である者（男女不問）

　＊　詳細については、別記参照

　　　・　拘禁刑以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又は執行を受けることがなくなるまでの者

　　　・　懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から２年を経過しない者

　ただし、次に該当する者は、選考の対象から除く。

（１３：００～１６：００）

試験場所

　　　　し、又はこれに加入した者　等

　　　・　日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊することを主張する政党その他の団体を結成

受 験 案 内



３　採用予定日及び採用予定人員等

４　選考申込方法

〒７７０－８５２８　　徳島市徳島町一丁目５番地１

１　選考資格に係る申告書を提出しない場合には、選考申込みを受け付けません。

２　選考資格に係る申告書の記載に不備がある場合、所定の期間内に補正をするよう求め、この間に補正が

採　用　予　定　人　員

令和　８　年　４　月　１　日

徳島地方裁判所（支部を含む。）

１　人　程　度

選考申込方法

  次の応募書類に所要事項を記入し、徳島地方裁判所事務局総務課人事第一係宛て

に簡易書留郵便で提出してください（持参可）。

　・選考申込書（３か月以内に撮影した写真を貼ったもの）

　・選考資格に係る申告書

　・返信用封筒（郵便番号、住所、氏名を記載の上、１１０円切手を貼ったもの）

　＊　選考申込書及び選考資格に係る申告書は、上記の係で交付しています。

採　用　予　定　日

採　用　予　定　裁　判　所

職務内容

収　　入

退　　職

　執行官は、動産執行、不動産執行事件における現況調査、土地建物の明渡しの
執行、保全処分の執行など民事訴訟法、民事執行法、民事保全法その他の法令に
おいて執行官が取り扱うべきものとされている事務等を行います（執行官法（昭
和４１年法律第１１１号）第１条参照）。
　執行官は、原則として１人で債務者の居宅や差押物件に赴き、これらの職務を
各種法律に基づいて厳正に行います。

　執行官は、その職務の執行につき、手数料を受け、また職務の執行に要する費
用の支払又は償還を受ける（執行官法第７条参照）ことができます。国庫から給
与や諸手当が支給されることはありません。また、個人として国民健康保険に加
入することになります。なお、執行官は、収入の中から自己の負担により事務員
の人件費等の経費を支出することになります。

　当裁判所では、令和５年度より、満６８歳で退職する扱いとなりました。

徳島地方裁判所事務局総務課人事第一係

（電話）０８８－６０３－０１０７　内線６３０２

　なされないときは受験を認めないことがあります。

３　いかなる場合にも、提出された選考申込書、選考資格に係る申告書等は返還しません。

４　受験申込者に対して、所定の期間内に選考資格に係る証明書の提出を求めることがありますが、この期

　副検事選考試験、司法書士試験及び弁理士試験をいいます。

８　選考合格者には、必要に応じ、健康診断の受診を求める場合があります（費用は自己負担）。

　間内に当該証明書が提出されない場合には、選考試験の受験を認めないこと又は選考試験の合格を取り消

　すことがあります。

５　論文式試験においては、判例又は解説のないもの１冊に限り六法の使用を認めます。ただし、書き込み

　のあるものは使用を認めません(六法の貸出しはありません。)。

６　筆記試験及び面接試験の成績が一定の水準に達している者がいない場合には、全員不合格となる場合も

　あります。

７　裁判に関する事務を行うために必要とされる国家試験とは、司法修習生考試、簡易裁判所判事選考試験、

注意事項

執行官に採用されると……

＊ 問合せ先



１　次の実務は、「法律に関する実務」として扱われます。

３　法律に関する実務の経験年数は、採用予定日を基準日として判定されます。

（別記）

２　１の実務を経験した年数が通算して１０年以上である者以外の者については、その者

　の経歴、資格等に基づき、徳島地方裁判所執行官採用選考委員会が、法律に関する実務

　を経験した年数が通算して１０年以上である者に該当するか否かを個別に審査します。

　　を受ける職員としての実務

法律に関する実務について



福岡地方裁判所

令和７年度

執行官採用選考

（第１回試験Ａ選考）

１　日　　　程
　 　受付期間・試験日等

　８月１５日（金）
　　 　 択一式試験

　　 　 論文式試験

　 　合格者発表

合格発表

２　選　考　資　格

　法律に関する実務を経験した年数が通算して１０年以上である者（男女不問）

　＊　詳細については、別記参照

　ただし、次に該当する者は、選考の対象から除く。

　　 　日本の国籍を有しない者

　選考合格者に対し、 ９月下旬までに通知します。

　　　・　拘禁刑以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又は執行を受けることがなくなるまでの者

　　　・　懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から２年を経過しない者

　　　・　日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊することを主張する政党その他の団体を結成

　　　　し、又はこれに加入した者　等

　　 　国家公務員法（昭和２２年法律第１２０号）第３８条の規定に該当する者

◎　申込書は、簡易書留郵便で提出してください（持参可）。
受付期間

　　　　　筆記試験の合格者に対し、

面接試験

  福岡地方裁判所試験場所

　　９月上旬までに試験日時等を通知します。

７月１５日（火）～７月２８日（月）（７月２８日必着）

筆記試験

試験種目

筆記試験（択一式）
憲法、執行官法、民事訴訟法、民事保全法及び刑法
各２問、民法及び民事執行法各５問（全２０問）

筆記試験（論文式） 民法、民事訴訟法及び民事執行法各１問（全３問）

憲法、執行官法、民法、民事訴訟法、民事執行法、民事保全法及び刑法に関
する理論、実務知識及びそれらの応用能力について、筆記試験を行います。
論文式試験においては、六法の使用を認めます。

　なお、裁判に関する事務を行うために必要とされる国家試験（後掲「注意事項」７参照）に

合格した者等については、筆記試験の一部又は全部を免除されることがあり、該当者に対して

は、免除の範囲等を別途通知します。

　また、各試験の成績が一定の水準に達しないときは、不合格とすることがあります。

試験日時 （１０：３０～１１：３０）

（１３：００～１６：００）

試験場所   福岡地方裁判所

受 験 案 内



３　採用予定日及び採用予定人員等

４　選考申込方法

〒８１０－８６５３　　福岡市中央区六本松四丁目２番４号

福岡地方裁判所事務局人事課任用係

（電話）０９２－７８１－３１４１　内線３１５６

職務内容

収　　入

退　　職

　執行官は、動産執行、不動産執行事件における現況調査、土地建物の明渡しの
執行、保全処分の執行など民事訴訟法、民事執行法、民事保全法その他の法令に
おいて執行官が取り扱うべきものとされている事務等を行います（執行官法（昭
和４１年法律第１１１号）第１条参照）。
　執行官は、原則として１人で債務者の居宅や差押物件に赴き、これらの職務を
各種法律に基づいて厳正に行います。

　執行官は、その職務の執行につき、手数料を受け、また職務の執行に要する費
用の支払又は償還を受ける（執行官法第７条参照）ことができます。国庫から給
与や諸手当が支給されることはありません。また、個人として国民健康保険に加
入することになります。なお、執行官は、収入の中から自己の負担により事務員
の人件費等の経費を支出することになります。

　当裁判所では、令和５年度より、満６８歳で退職する扱いとなりました。

　副検事選考試験、司法書士試験及び弁理士試験をいいます。

８　選考合格者には、必要に応じ、健康診断の受診を求める場合があります（費用は自己負担）。

　間内に当該証明書が提出されない場合には、選考試験の受験を認めないこと又は選考試験の合格を取り消

　すことがあります。

５　論文式試験においては、判例又は解説のないもの１冊に限り六法の使用を認めます。ただし、書き込み

　や付せん、インデックスの貼付のあるものは使用を認めません(六法の貸出しはありません。)。

６　筆記試験及び面接試験の成績が一定の水準に達している者がいない場合には、全員不合格となる場合も

　なされないときは受験を認めないことがあります。

３　いかなる場合にも、提出された選考申込書、選考資格に係る申告書等は返還しません。

４　受験申込者に対して、所定の期間内に選考資格に係る証明書の提出を求めることがありますが、この期

　あります。

７　裁判に関する事務を行うために必要とされる国家試験とは、司法修習生考試、簡易裁判所判事選考試験、

１　選考資格に係る申告書を提出しない場合には、選考申込みを受け付けません。

２　選考資格に係る申告書の記載に不備がある場合、所定の期間内に補正をするよう求め、この間に補正が

採　用　予　定　人　員

令和　８　年　４　月　１　日

福岡地方裁判所（支部を含む。）

１　人　程　度

選考申込方法

  次の応募書類に所要事項を記入し、福岡地方裁判所事務局人事課任用係宛てに

簡易書留郵便で提出してください（持参可）。

　・選考申込書（３か月以内に撮影した写真を貼ったもの）

　・選考資格に係る申告書

　・返信用封筒（郵便番号、住所、氏名を記載の上、１１０円切手を貼ったもの）

　＊　選考申込書及び選考資格に係る申告書は、上記の係で交付しています。

採　用　予　定　日

採　用　予　定　裁　判　所

注意事項

執行官に採用されると……

＊ 問合せ先



３　法律に関する実務の経験年数は、採用予定日を基準日として判定されます。

（別記）

２　１の実務を経験した年数が通算して１０年以上である者以外の者については、その者

　の経歴、資格等に基づき、福岡地方裁判所執行官採用選考委員会が、法律に関する実務

　を経験した年数が通算して１０年以上である者に該当するか否かを個別に審査します。

　　イに規定する行政職俸給表 、同項第３号に規定する税務職俸給表、同項第４号イに

　　規定する公安職俸給表 及び同項第４号ロに規定する公安職俸給表 の適用又は準用

　　を受ける職員としての実務

　 　弁護士、弁理士、司法書士又は不動産鑑定士としての実務

　 　銀行、長期信用銀行、信用金庫、労働金庫又は信用協同組合における実務

法律に関する実務について

１　次の実務は、「法律に関する実務」として扱われます。

　 　一般職の職員の給与に関する法律（昭和２５年法律第９５号）第６条第１項第１号


